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愛知県では、県内の中小企業の景況を把握するため、製造業、卸・小売業、建設

業及びサービス業を営む県内の中小企業 2,000 社を対象とし、四半期ごとにアンケ

ート方式により経営の動向などを調査しています。 

この度、2026 年７月～９月期の調査結果を別添のとおり取りまとめましたので、

お知らせします。 

調査結果では、今期は、業況判断、売上及び採算の各Ｄ.Ｉ.(業況判断指数)で前

期実績を上回りました。来期も、業況判断、売上及び採算の各Ｄ.Ｉ.で前期実績を

上回る見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○業況判断Ｄ.Ｉ. 

・業況判断Ｄ.Ｉ.は△23.3 ポイントで、前期（2026 年４月～６月期）に比べ 9.7 ポイン

ト上昇しました。 

・産業別で見ると、製造業は 14.4 ポイント、卸・小売業は 3.1 ポイント、建設業は 13.0

ポイント上昇し、サービス業が 4.3 ポイント低下しました。 

・来期（2026 年 10 月～12 月期）では、全産業で△22.2 ポイントとなり 1.1 ポイント上

昇する見通しとなりました。 

 

 

 

 

2026 年 10 月９日（金） 
愛知県経済産業局産業部産業政策課 
広報・企画調整グループ 
担当 藤井、武市、神前 
内線 3321、3318 
ダイヤルイン 052-954-6330 

・調査期間 2026 年９月 1 日から９月 10 日まで 

・調査対象 愛知県に本社を置く中小企業から 2,000 社を無作為抽出 

・調査業種 製造業、卸・小売業、建設業、サービス業（物品賃貸業、

情報サービス業、広告業の３業種。宿泊業、飲食サービス

業は調査対象外） 

・調査回答数 1,016 社(50.8％) 

2026 年７月～９月期中小企業景況調査結果について 

～中小企業の景況感、２期ぶりに改善～ 
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＜エネルギー・原材料価格の高騰の影響＞ 

○仕入価格等Ｄ.Ｉ.（別添 p.８） 

・製造業の主要原材料価格Ｄ.Ｉ.は 80.5 ポイントと、前期実績から 3.4 ポイント低下し

ました。一方、建設業の主要資材価格Ｄ.Ｉ.は 77.4 ポイントと、前期実績から 15.4 ポ

イント低下しました。 

 
 

＜中東情勢の影響＞ 

○影響の有無について（別添 p.11） 

・全産業では、「すでに影響が出ている」と回答した企業の割合が 65.0％と最も高い結

果となり、前期実績と変化はありませんでした。 

・中でも製造業は 72.1％と最も高い結果となりました。 

・また、「今後影響が出る可能性がある」と回答した企業の割合は 13.6％で、前期より低

くなりました。 

 
※（ ）内は前回調査（４～６月期）の結果 

 

○想定される影響について（別添 p.11） 

・全産業では、「原材料価格の上昇」と回答した企業の割合が 78.8％と最も高い結果と

なり、中でも建設業は 88.1％と最も高い結果となりました。 

 
※（ ）内は前回調査（４～６月期）の結果 

※本調査は複数回答可能のため、調査結果の合計は 100％にはならない 

仕入価格等
「上昇」－「低下」

2025年7-9月期 2025年10-12月期 2026年1-3月期 2026年4-6月期
2026年7-9月期

（今期）

主要原材料
価格Ｄ．Ｉ．

66.0 65.8 67.8 83.9 80.5

仕入価格
Ｄ．Ｉ．

81.9 76.2 75.1 76.2 78.7

主要資材
価格Ｄ．Ｉ．

75.0 84.4 83.1 92.8 77.4

業種

建設業

製造業

卸・小売業
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○中東情勢に伴う影響への対応策について（別添 p.11） 

・全産業では、「販売価格への転嫁」と回答した企業の割合が 63.1％と最も高い結果と

なり、中でも製造業は 65.8％と最も高い結果となりました。 

 
※（ ）内は前回調査（４～６月期）の結果 

※本調査は複数回答可能のため、調査結果の合計は 100％にはならない 

 

 

＜価格転嫁について＞ 

○価格転嫁の状況（別添 p.12） 

・全産業では、「５割以上８割未満」と回答した企業の割合が 26.5％と最も高い結果と

なり、中でも製造業は 30.3％と最も高い結果となりました。 

 
※（ ）内は前回調査（４～６月期）の結果 
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○価格転嫁が進まない理由について（別添 p.12） 

・全産業では、「取引先と価格交渉を行ったが、満足のいく結果にならなかった」と回答

した企業の割合が 32.0％と最も高い結果となり、中でも製造業は 40.1％と最も高い結

果となりました。 

 
※（ ）内は前回調査（４～６月期）の結果 

※本調査は複数回答可能のため、調査結果の合計は 100％にはならない 

 

 

＜回答者の主なコメント＞ 

・中東情勢による材料価格高騰が続いており、頭を抱えている。（製造業） 

・包装資材等の価格の上昇が原因で、物流コストが上昇している。（卸・小売業） 

・建設物資価格の高騰により、コストが上昇している。（建設業） 

・物価高による経費増大。（サービス業） 


